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１ はじめに 

  厚生労働省では、労働行政上の基礎資料を得ることを目的に、労働争議の状況を 

調査している。 

  この報告書は、厚生労働省の労働争議統計調査の新潟県分を集計したものである。 

 

（１）調査の対象 

   この調査の対象となる労働争議とは、労働組合又は労働者の団体とその相手方と

の間で生じた紛争のうち、争議行為が現実に発生したもの又は解決のために第三者

が関与したものをいう。 

   なお、当該労使間の労働関係において直接関わりのない事項に関する紛争（支援

スト、政治スト等）であっても、それによって業務の正常な運営を阻害する行為が

生じた場合は調査の対象となる。 

（２）労働争議の件数 

   労働争議の件数は、原則として単位労働組合が自ら有する争議権に基づき独自の

立場で実施する労働争議（単独争議）を１件として取り扱う。したがって１件の労

働争議でも複数事業所又は複数企業に及ぶもの（合同労組の労働争議等）もあれば、

逆に１事業所又は１企業の労働争議でも２件以上に及ぶもの（１事業所、１企業に

複数組合がある場合）もある。 

（３）用語の説明 

  ア「行為参加人員」 

    争議行為に直接参加した組合員数（作業所閉鎖の場合は、直接作業所閉鎖の対 

象となった組合員数）の実人員。 

イ「労働損失日数」 

    半日以上の同盟罷業に直接参加した組合員又は作業所閉鎖の直接の対象となっ 

た組合員の延人員に対応する所定労働日数。 

ウ「争議行為を伴わない争議」 

     争議行為は伴わないが紛争解決のために労働委員会等第三者が関与したもの。 

エ「半日以上の同盟罷業」 

    労働者の団体が自己の主張を貫徹するために行った１日の所定労働時間の 1/2 

以上の一時的な作業停止。 

オ「作業所閉鎖」 

    使用者が労働組合の争議に対抗して生産活動の停止を宣言し、作業所を閉鎖す 

ること。 

カ「半日未満の同盟罷業」 

     労働者の団体が自己の主張を貫徹するために行った１日の所定労働時間の 1/2 

未満の一時的な作業停止。 
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増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

平成 件 ％ 件 ％ 人 ％ 日 ％ 件 ％

24 11 120.0 2 皆増 32 皆増 0 皆減 9 80.0

(100.0) (18.2) (81.8)

25 9 △18.2 0 皆減 0 皆減 0 皆減 9 0.0

(100.0) ( － ) (100.0)

26 3 △66.7 0 皆減 0 皆減 0 皆減 3 △ 66.7

(100.0) ( － ) (100.0)

27 2 △ 33.3 0 皆減 0 皆減 0 皆減 2 △ 33.3

(100.0) ( － ) (100.0)

28 4 100.0 1 皆増 29 皆増 0 皆減 3 50.0

(100.0) (25.0) (75.0)

29 5 25.0 2 100.0 56 93.1 0 皆減 3 0.0

(100.0) (40.0) (60.0)

30 6 20.0 2 0.0 30 △ 46.4 1 皆増 4 33.3

(100.0) (33.3) (66.7)

令和

元 2 △ 66.7 0 皆減 0 皆減 0 皆減 2 △ 50.0

(100.0) ( － ) (100.0)

2 0 △ 100.0 0 皆減 0 皆減 0 皆減 0 △ 100.0

( － ) ( － ) ( － )

第１表　種類別労働争議の推移

争議行為を
伴わない争議

争議行為を伴う争議争議件数

年
件　　　数 行為参加人員 労働損失日数 件　　　数

２ 令和２年労働争議統計調査報告 

（１）概要 

  令和２年の県内における労働争議の発生件数は０件で、前年比２件減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 新規発生分のみ計上している。 

注２ 「争議行為を伴う争議」欄について、２以上の行為形態を伴う争議はそれぞ 

れの形態で件数,行為参加人員,労働損失日数を計上している。 

  注３ 増減率は対前年比である。 

  注４ △印は減少を示す（以下同じ）。 

  注５ （ ）は構成比を示す。計算にあたり小数点以下第２位を四捨五入したため必

ずしも合計が 100 パーセントにならない。 

 

 

 

 



- 3 - 

件数
行為参加
人　　員

労働損失
日　　数

件数
行為参加
人　　員

件数
行為参加
人　　員

労働損失
日　　数

件数
行為参加
人　　員

平成 件 人 日 件 人 件 人 日 件 人

0  － － 0  － 0  － － 0  －

0  － － 2  32   0  － － 0  －

0  － － 0  － 0  － － 0  －

0  － － 0  － 0  － － 0  －

0  － － 0  － 0  － － 0  －

0  － － 1  29   0  － － 0  －

0  － － 2  56   0  － － 0  －

1  1 1 1  29   0  － － 0  －

0  － － 0  － 0  － － 0  －

0  － － 0  － 0  － － 0  －

数 0  － － 0  － 0  － － 0  －

％ 皆減 － － 皆減 － 皆減 － － 皆減 －

2

元

29

第２表　主要形態別争議行為を伴う争議の推移

年

半日以上の同盟罷業 半日未満の同盟罷業 作業所閉鎖 怠業・その他

30

対
前
年
増
減

23

27

25

24

26

28

令和

（２）主要形態別争議状況 

  令和２年の争議行為を伴う争議は０件であった。 
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対前年
増減率

対前年
増減率

対前年
増減率

第３表　産業別争議行為を伴う争議の状況

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－

－

－

－

－

－

－

－

令和2年

件数 行為参加人員（人）労働損失日数（日）

0 皆減 0 皆減 0 皆減

－ － － － － －

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－

－

－

－

－

－－

－

－

－

－

－

－

－

－

分 類 不 能

教育，学習
支 援 業

複　　　合
サービス業

サービス業
（他に分類

されないもの）

公　　　務

運輸業,郵便業

卸売業,小売業

金融業,保険業

医療，福祉

情報通信業

産業

計

鉱業,採石業,
砂利採取業 －

令和元年

0 0 0

建　設　業

製　造　業

電気・ガス・
熱供給・水道業

－－

－

－

－

－

－

－

－

行為参加
人員

労働損失
日数

件数

（３）産業別争議状況 

令和２年の争議行為を伴う争議は０件であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 新規発生分のみ計上している。 

  注２ 分類不能の産業とは、複数企業の労働者で組織されている合同労組のように 

産業分類が特定できないもの等をいう。 
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新規発生数
行為参加
人　　員

労働損失
日　　数

新規発生数
行為参加
人　　員

労働損失
日　　数

件 人 日 件 人 日

1月  － － － － － －

2月  1 － － － － －

3月  － － － － － －

4月  － － － － － －

5月  － － － － － －

6月  － － － － － －

7月  1 － － － － －

8月  － － － － － －

9月  － － － － － －

10月  － － － － － －

11月  － － － － － －

12月  － － － － － －

累計  2 － － 0 － －

月

令和元年 令和２年

第４表　月別労働争議

（４）月別争議発生状況 

  令和２年の争議の発生件数は０件であった。 
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